
令和７年度 被扶養者定期検認にかかる注意点 

 

① マイナンバー制度による情報連携を用いて、収入等を確

認します。 
  正しい申告をお願い致します。なお、申告内容に相違があった場合、 

❶認定日に遡って 

❷収入の基準を超えた時まで遡って 

❸時効成立の２年前まで遡って 

  ❶～❸のいずれか該当する期間で被扶養者資格を取消しし、その間に要した費用（医療費・療
養費・特定健診費用・各種補助金等）の返還請求を行うことがあります。 

 

② 学生証（コピー）は有効期限確認 

有効期限が裏面に記載されている場合は、表面・裏面の両面をコピーしてください。 

 

 

③収入基準の再確認 

  収入の基準は下表のとおりです。 

認定対象者 年間収入 
月額収入 

（年間収入の 12分の 1） 

日額収入 

（年間収入の 360分の 1） 

60歳未満の者 1,300,000円未満 108,334円未満 3,612円未満 

60歳以上の者（又は概ね障害厚生 

年金の受給要件に該当する程度の障害者） 
1,800,000円未満 150,000円未満 5,000円未満 

  ※年間収入とは、過去における収入のことではなく、扶養に該当する時点および、認定され

た日以降の年間の見込みの収入額のことをいいます。 

 

④収入範囲の再確認 
  収入の範囲は裏面に記載しております。（必ず確認してください） 

 

⑤「年収の壁」対策について 
  別紙をご確認ください。 

 

⑥同居・別居の区別について 
  同居は住民票上同一世帯に属していることです。同一住所であっても世帯を別にしている被扶

養者は原則被扶養者として認められません。 

年間収入が収入基準未満であっても、3 ヶ月連続し

て月額収入を超過した場合は、4 カ月目の 1 日をも

って、扶養から外れます。 



健康保険の被扶養者認定における収入の範囲に含まれるもの 

 

１．給与収入  
   アルバイト・パート等、非課税の交通費等も収入に含まれます。 

   総支給額です。控除後の支給額ではありません。 

 

２．自営業等  
   農業・林業・漁業・商業・その他インターネット等の収入も含まれます。 

 

３．不動産収入  
   地代、家賃収入等。 

 

４．公的年金  
   老齢・共済・基金・遺族・障害、非課税の年金も含まれます。 

 

５．雇用保険給付金  
   失業保険給付の基本手当、育児休業手当、訓練支援給付金。 

 

６．保険給付金  
   健康保険の出産手当金・傷病手当金。 

 

７．投資収入  
   株式配当金、先物取引（外貨取引）等 

 

８．利子収入  
    

 

９．個人年金  
   数年にわたり分割して受給する場合。 

 

１０．被保険者以外からの収入  
   養育費等。 

 

※収入範囲を再確認いただき、令和６年の収入が収入基準を超過していた方は、令和７年１

月１日を不該当日とした「被扶養者異動届」の提出をお願いいたします。不該当日以降に要

した費用（医療費・療養費・特定健診費用・各種補助金等）については、返還いただきます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時的※な収入増を確認するため、当初の雇用条件のわかるものとして、雇用契約書、労働条件通知

書など、時間給や日給、勤務時間などを比較検証できるものを提出してください。 

※「一時的」とは概ね連続する３か月間と考えています。４か月を超えて扶養基準を上回った 

場合は恒常的とみなして、原則、被扶養者と認められない場合があります。 


